予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名　新災害から命を守るとっさの行動ＤＶＤ作成事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

知事直轄・危機管理　危機管理課　危機管理係　電話番号：058-272-1111（内2414）

　　　　　　　E-mail： c11117@pref.gifu.lg.jp
	（平成２６年４月１日以降のこの事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

　　危機管理部　防災課　防災企画係　電話番号：058-272-1111（内2749）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11115@pref.gifu.lg.jp


１　事業費　　        　　　　   8,382千円（前年度予算額：      0千円）
＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	8,382
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,382

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　平成25年度から平成27年度までの３年間は、「命を守るためのとっさの行動」を重点的に啓発事業を展開している。

　平成25年度は、パンフレットを製作し、地震体験車リレーキャラバンや防災出前講座などにおいて配布、説明資料としても活用するなど、「命を守るためのとっさの行動」の啓発に努めた。

　しかし、平成26年度も、引き続き「命を守るとっさの行動」を重点的に啓発していくにあたり、パンフレットでは対応しきれない年齢層があることや、防災出前講座における現場からの声、防災士会など各種団体からの要望などから、「命を守るとっさの行動」を、より直感的に理解できる映像教材の必要性が求められている。

　こうしたことを受け、平成26年度は、「命を守るとっさの行動」をより分かりやすく映像により解説したＤＶＤを製作する。
（２）事業内容

　平成26年度は、より理解しやすい、活用しやすい啓発教材として「命を守るとっさの行動ＤＶＤ」を製作し、市町村、教育機関、企業、各種団体、自治会などの地域組織への貸し出しを積極的に行うことで、より多くの県民が「命を守るとっさの行動」を体得することを目指す。

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	12
	製作等打ち合わせに伴う業務旅費

	委託料
	8,370
	ＤＶＤ製作に係る業務委託料

	合計
	8,382
	


	　決定額の考え方　

  ＤＶＤの必要性を精査し、予算計上を見送ります。



事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　防災県民運動10年目（平成30年度末）までに、延べ200万人の方に自助の実践の取り組みをしていただく。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の
推移
	現在値
	目　標
	達成率

	自助実践200万人運動参加者数（各年度末累積）
	－
23
	849,873
(H23)
	1,136,450
(H24)
	2,000,000
（H30）
	56％


	災害時の備えができている人の割合（県政世論調査）
	 52.8％
（H20）
	56.6％

（H24）
	55.9％
（H25）
	75％
（H30）
	75.4％


（平成25年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）災害から命を守る岐阜県民運動キックオフイベントの開催

5月29日（水）

（２）災害から命を守る岐阜県民運動推進会議

　　　第１回　10月15日（火）

　　　第２回　3月上旬開催予定

（３）「命を守るとっさの行動」パンフレットの製作・配付

　　　リレーキャラバンを通して約23,000枚を配付

（４）地震体験車を活用したリレーキャラバン

9月～11月　県内5圏域で実施


（平成25年度の成果）

	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　地震体験車リレーキャラバン等を通じて、多くの方に地震対策の必要性を実感いただいた。特に、大学、高校、特別支援学校などへのキャラバン訪問を増やし、若年層への啓発効果を上げることができた。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	　東日本大震災を契機に県民の防災意識が高まっているものの、依然として災害時の備えができている人の割合は6割にも満たない。しかしながら、災害はいつ起きてもおかしくないため、継続的に県民に対し啓発をしていく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	平成21年度から事業を開始し、平成25年度には「災害から命を守る岐阜県民運動」として事業を一新して県民への浸透を図るなど、これまでに延べ約113万人の方に自助の取り組みをしていただいており、その人数も順調に推移している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	　市町村との連携はもちろんのこと、教育委員会との連携も強化しており、「避難訓練」から「命を守る訓練」へと取り組みを強化するなど、他の機関との一体的な事業展開により効率化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項

これまでの運動では、地震の揺れを体感できる地震体験車による啓発を主軸として、主に学校への啓発が中心であり、直接各家庭へ防災対策を促すような啓発事業は不足していた。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

各家庭における防災対策を促進させるため、重点テーマを「家族の命を守る防災対策（仮）」とし、「災害時の命を守るとっさの行動」「家庭での災害への備え」を重点的に県・市町村・応援団体が一体となって運動を展開する。


